
 

 

  
          ◇泉   美和子 議 員 

○議長（森元淑雄） 次に、10番、泉 美和子議員の一般質問を許可いたします。泉 美和子議員は

登壇願います。 

          （１０番 泉 美和子議員 登壇） 

○１０番（泉 美和子） 通告に基づき一般質問いたします。 

  はじめに、訪問介護事業所への支援を求めて質問いたします。 

  昨年４月から訪問介護事業の基本報酬が引き下げられたことを受け、訪問介護事業所の倒産、撤

退が深刻化しています。とりわけ、小規模、零細事業所の経営難が深刻です。 

  美郷町社会福祉協議会が昨年12月末で訪問介護事業所を廃止しました。秋田市社会福祉協議会が

運営するヘルパー事業所を今年度末で閉鎖するなど、全国では昨年12月末時点で事業所ゼロが107

町村、残り１事業所というところが272町村に上っています。ヘルパー不足や高齢化、燃料代など

の運営コストの上昇に加えて、介護報酬マイナス改定の影響が大きいものです。この状態が続けば、

訪問介護事業所が数を減らし、基本的な在宅介護サービスである訪問介護を受けられない事態が進

むのではないか懸念されます。 

  厚生労働省は引下げの理由として、訪問介護の利益率が他の介護サービスより高いことを上げて

いますが、これはヘルパーが効率的に訪問できる高齢者の集合住宅併設型や都市部の大手事業所が

利益率の平均値を引き上げているものであり、実態からかけ離れていると関係者から批判の声が出

されています。 

  身体介護、生活援助などの訪問介護は、とりわけ独り暮らしの方をはじめ、要介護者や家族の在

宅での生活を支える上で欠かせないサービスです。訪問介護の基本報酬を引き上げる再改定を３年

に１度の次期改定を待たずに国に求めていくことが今必要だと考えますが、見解をお伺いいたしま

す。 

  新潟県村上市では、訪問介護事業所の負担軽減並びに安定的なサービス提供体制の確保を図るこ

とを目的に、運営費に対する支援金と訪問介護事業に使用する車両の燃料費の一部を支援すること

を決めています。報酬引下げによる減収分を昨年４月の改定時に遡って独自に補助するものです。 

  町としても、訪問介護事業所の運営維持のため独自に支援すべきと考えますが、町長の見解をお

伺いいたします。 

○議長（森元淑雄） 答弁を求めます。町長は登壇願います。 

          （町長 松田知己 登壇） 

○町長（松田知己） ただいまのご質問にお答えいたします。 



 

 

  大曲仙北広域市町村圏内の訪問介護の状況ですが、令和６年４月から12月までの実績を前年同期

間と比較しますと、１か月当たりの平均利用者数は65人減の913人、給付費は約544万円減の約

8,780万円、平均単価は790円増の約９万6,000円となっております。 

  議員ご案内のとおり、訪問介護事業所の報酬単価はマイナス改定であるため、一般的に平均単価

が下がるところですが、処遇改善加算が手厚く設定されていることなどから、平均単価は増となっ

ております。 

  広域市町村圏内での訪問介護事業所の廃止数は、令和６年度中において、美郷町が１事業所、大

仙市が１事業所で、廃止の主な理由としましては、利用者の減と人材不足によるとのことです。 

  事業所が減少しサービスが受けられなくなるのではないかとのことですが、現在運営している事

業所数は圏域で31事業所、美郷町内で７事業所となっており、また新たに24時間対応する事業所な

ども町内に開設されるなど、利用者ニーズに沿った事業展開の動きも見られるところです。 

  訪問介護事業所への町の支援といたしましては、令和５年度と６年度において、社会福祉施設等

物価高騰対策支援事業により１事業所当たり、令和５年度で４万8,000円、令和６年度は10万円の

光熱水費等助成を行っておりますが、さらに独自の町支援策を講ずることは現在のところ考えてお

りません。 

  また、介護報酬改定に関する国への要望等につきましては、圏域の訪問介護事業所の運営状況を

注視しながら、保険者である大曲仙北広域市町村圏組合や構成市とともに、その必要性を検討して

まいります。 

  以上です。 

○議長（森元淑雄） 再質問ありますか。（「はい」の声あり）泉 美和子議員の再質問を許可いた

します。 

○１０番（泉 美和子） 国では、訪問介護の基本報酬を引き下げても、介護従事者の処遇改善加算、

先ほど町長も言いましたけれども、それでカバーできているということですが、既に加算を受けて

いる事業所は基本報酬引下げで減収となると。その他の加算も、算定要件がいろいろ厳しいものが

多くて、報酬引下げ分をカバーできない。そういう事業所も出てくると、こういうことが予想され

ているということです。 

  これから広域介護保険事務所とかの関わりとかもあるとは思いますが、今都会でも事業所を廃止

するところが増えてきたということで新聞報道などもされておりますので、ぜひ今後また、さらに

大きな問題になっていくと私は思います。この改定を、引上げを早急に行うということ、これをぜ

ひ国に求めていただきたいと思います。 



 

 

  それから、訪問介護は特に人手不足が深刻なことはご承知のとおりでありますけれども、今まで

どんどん訪問介護の基本報酬が何回もといいますか、引き下げられてきた。そういう結果で、ヘル

パーさんとかは本当に給料は他の産業に比べて月６万円も下回っていると。訪問介護報酬のこうし

たやり方というものは、とても今後、私たちの老後にも大きく影響して、人手不足というところが

本当に大変なことだと思います。募集しても集まらないというのが実情だと介護の事業所の方々も

おっしゃっています。 

  こういう点に対して、町長はどのように考えているのか、お伺いいたします。 

○議長（森元淑雄） 答弁を求めます。町長は自席でお願いします。 

○町長（松田知己） 実態は実態として受け止めております。それ以上の見解につきましては、議員

が何を私に答弁してもらいたいのか、分かれば答弁させてもらいます。 

  以上です。 

○議長（森元淑雄） 再々質問ありますか。（「はい」の声あり）泉 美和子議員の再々質問を許可

いたします。 

○１０番（泉 美和子） 介護現場の実情が大変な状況であるということ、そして、それは私たちの

老後に大きく関わってくるというところで、度々の基本報酬を引き下げていく、こういうやり方に

対して、きっぱりと町長が国に対して、ものを言っていただきたいと、こういう立場から質問させ

ていただきました。よろしくお願いいたします。 

○議長（森元淑雄） 答弁を求めます。町長は自席でお願いします。 

○町長（松田知己） ただいまの再々質問にお答えいたします。 

  初回答弁で申しましたとおり、大曲仙北広域市町村圏組合が保険者でありますので、その構成し

ている市並びに自治体としての人格を持ちます大曲仙北広域市町村圏組合と十分に、その必要性を

検討してまいります。 

  以上です。 

○議長（森元淑雄） それでは、次の質問に移ってください。 

○１０番（泉 美和子） 学校給食費の無償化について質問いたします。 

  小中学校の給食費の無償化に国がようやく足を踏み出そうとしています。国会で石破首相が、

2026年度以降、できるだけ早期の制度化を目指したいと述べました。具体的内容が決まったわけで

はありませんが、長年の市民運動の成果だと思います。 

  これまでの質問でも述べてきたように、無償化する自治体は増えており、県内でも能代市が新た

に新年度から実施する予定です。 



 

 

  町としても、ぜひ実施するよう求めるものですが、見解を伺います。 

  昨年12月議会の町長所信表明で、学校給食に関して、現在の支援状況を踏まえ、保護者負担のあ

りようを改めて検討していくと述べられています。新年度当初予算において、無償化が示されるこ

とを期待いたしましたが、残念ながら実現しませんでした。どのように検討されているのか、お伺

いいたします。 

○議長（森元淑雄） 答弁を求めます。町長は登壇願います。 

          （町長 松田知己 登壇） 

○町長（松田知己） ただいまのご質問にお答えいたします。 

  現在、児童生徒の保護者から頂いている１食当たりの給食費は、小学生275円、中学生305円とな

っております。ただし、この給食費では物価高騰の中、学校給食の質、量を維持することが困難な

状況であることから、食費上昇分に町一般財源を予算措置しており、保護者負担の増加を求めてい

ないことは議員ご承知のところです。 

  一般財源での支援額は、令和６年度当初で小中学校ともに１食当たり35円としておりましたが、

令和６年11月以降、新米価格の上昇により、さらに15円を上乗せし、50円としており、令和７年度

当初予算案においては、現在の物価上昇を踏まえ、１食当たり55円の支援を予算計上しているとこ

ろです。 

  議員がおっしゃるとおり、私は所信表明において、学校給食に関して、現在の支援状況を踏まえ、

保護者の負担のありようを改めて検討してまいりますと申しましたが、これは現任期に対する所信

であり、４年間の中で検討していくという考えの表明です。 

  こうした中、国では令和８年度から給食費無償化を開始するという方向性を示し、今年３月６日

付の地元紙には、今年５月以降に制度設計に入り、令和８年度から小学校の給食無償化を実施した

い旨、報道があるところです。そのため、現段階においては、令和８年度からの実施を見据えて各

般の調整をイメージしてまいりたいと存じます。 

  なお、令和８年度からの実施には中学校が入っておりませんので、町としては、小学校の実施に

合わせて、町単独で中学校の給食無償化を実施することが可能かどうか、必要財源も見据えつつ、

令和７年度中に検討してまいりたいと存じます。 

  以上です。 

○議長（森元淑雄） 再質問ありますか。（「ありません」の声あり） 

  これで10番、泉 美和子議員の一般質問を終わります。 


